　　　　　　　　　　　　　　　表１　行政改革の分類（目的別・効果別の歴史）
	　時期と手法

	　　　小さな政府・財政再建
	  　　　官の役割変更・経済活性化
	　　ガバナンス改革      

	
	予算組織定員削減・財政再建
	官から民へ（民営化・民間委託）
	国から地方へ（地方分権改革）
	規制改革、市場活性化、国際化対応

	事前調整から事後監視へ

	公開と参加

	政治主導


	1980年代
（中曽根行革）
土光臨調
1990年代
（村山内閣）
地方分権推進委員会
（橋本行革）
規制改革委員会
行政改革会議
2000年代
（小泉行革）
経済財政諮問会議
構造改革特区
国地方協議の場
市場化テスト

	マイナスシーリング
消費税導入
財政構造改革法
省庁再編（省庁・局・課削減）
財投改革
骨太の方針
ケインズ政策放棄（公共事業・交付税削減）
年金等改革
国家公務員配置転換、独法の非公務員化
特別会計改革

	電電公社、国鉄民営化
ＰＦＩ制度
介護保険（措置から選択へ）
独立行政法人制度
指定管理者制度
特殊法人改革、独法見直し
道路公団、郵政民営化
駐車違反取締り民間委託・PFI刑務所
官民競争入札
政策金融改革
	分権一括法（第1次分権改革）
市町村合併
三位一体改革

	日米構造協議
米輸入部分開放
規制緩和計画
携帯電話売り切り制
金融ビッグバン
民事再生法（破綻から再生へ）
労働者派遣拡大
民間職業紹介拡大
大店法廃止、電気通信網開放
タクシー参入・料金規制緩和、小中学校選択制、1円株式会社、農業への企業参入
会社法抜本改正
金融商品取引法

	薬務局再編
NPO法人制度
財金分離（金融監督庁）
日銀法改正
食品安全委員会
ADR法
公益法人制度改革（許可から登記へ）
消費者庁発足

	行政手続法
地方団体へ外部監査導入
パブリック・コメント
情報公開法
官民交流法
政策評価
行政事件訴訟法改正
裁判員制度
公文書管理法

	省庁改革（内閣官房強化、副大臣導入、政府委員廃止）
経済財政諮問会議



